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県民緑化まつりの開催

平成 ２８

緑の募金公募事業

やまなし森づくりコミッ
ション支援事業
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・県土の緑を守り、育てる県民運動を推進していくため、平成２年１月「（財）山梨県みどりの基金」として設立
・平成７年１１月、緑の募金による森林整備等の推進に関する法律の施行に伴い「（財）山梨県緑化推進機
構」に名称変更
・公益法人改革により、平成２３年１月に「（公財）山梨県緑化推進機構」に移行
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【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名 所 管 部 （ 局 ） 課 森林環境部みどり自然課

所 在 地 甲府市丸の内１－５－４ 電 話 番 号 055-226-6279

代表理事 中山　基

法人名

主
な
出
資
者
等

出資順位
1

4
3

6

ホームページＵＲＬ http://www.y-ryokka.or.jp/

資本金（基本財産） 千円

5

8
7

団体（者）

出資者名等
経済団体等
山梨県
市町村
緑の募金

2

E-mail ア ド レ ス info@v-ryokka.or.jp

平成２９年度平成２８年度平成２７年度

34,736 38,985

1,085,637

事業費（単位：千円）
内容

森林ボランティア団体、緑の少年隊、市町村緑化推進
組織など各種団体が行う森林整備活動や緑化推進活
動を支援し交付金の交付を行う事業

3,400

1,280 1,372

35,755

3,400

1,499

設 立 年 月 日 平成2年1月31日

やまなし森づくりコミッションが仲介して、県民、企業、団
体などが行う森づくり活動を支援

県民参加による緑づくりを行い、うるおいと安らぎのある
緑豊かな県土づくりを目的として、県、市町村と共催

3,400

1,085,637



【経営の状況】 （単位：千円）
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 増減

15,972 14,486 15,765 1,279
58,979 60,360 62,045 1,685

0
0

12,766 14,739 6,130 △ 8,609
819 589 1,129 540

88,536 90,174 85,069 △ 5,105
事業費 80,196 85,958 77,961 △ 7,997

うち人件費 6,317 6,419 6,328 △ 91
管理費 9,903 10,150 10,250 100

うち人件費 5,645 5,797 5,712 △ 85
経常支出　計　 90,099 96,108 88,211 △ 7,897

△ 1,563 △ 5,934 △ 3,142 2,792
0
0

0 0 0 0
△ 1,563 △ 5,934 △ 3,142 2,792

5,289 △ 7,715 △ 9,554 △ 1,839
1,177,609 1,163,960 1,151,264 △ 12,696

（単位：千円）
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 増減

64,130 58,561 53,214 △ 5,347
1,115,491 1,108,455 1,100,023 △ 8,432
1,179,621 1,167,016 1,153,237 △ 13,779

1,226 2,191 1,026 △ 1,165
0

786 866 947 81
0

2,012 3,057 1,973 △ 1,084
1,177,609 1,163,959 1,151,264 △ 12,695

うち基本財産への充当額 1,086,050 1,085,843 1,085,229 △ 614
うち特定資産への充当額 17,329 9,584 0 △ 9,584

（単位：千円）
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 増減

0
人件費補助金 0
人件費以外の補助金 0

0 0 0 0
0

0 0 0 0
人件費委託金 0
人件費以外の委託金 0

委託金　計 0 0 0 0
0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0
0
0

内容・目的・金額

委託金

債務負担行為

項目

負担金

補助金
（事業費）

補助金
（運営費）

正味財産

県
の
財
政
的
関
与
の
状
況

項　　　　　目
負担金

運営費補助金
事業費補助金

補助金　計

県支出金　計
県の財政的関与の割合（％）
県貸付金残高

財
務
状
況

項　　　　　目
流動資産
固定資産

県債務負担実際残高

資産　計

うち長期借入金

経常外支出
当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
当期指定正味財産増減額
正味財産期末残高

【県の財政的関与の状況（平成２９年度）】

負債　計

経常外収入

正
味
財
産
の
状
況

項　　　　　目
基本財産等運用益
受取会費・受取寄付金
受託事業収益
自主事業収益
受取補助金等
その他の収益

経常収入　計

当期経常増減額

流動負債
うち短期借入金

固定負債



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 3 10 10 100.0%

計 画 性 3 10 10 100.0%

組織運営の
適 正 性 3 9 9 100.0%

財 務 状 況 7 44 37 84.1%

効 率 性 5 18 12 66.7%

21 91 78 85.7%

正味財産増減

流動比率

借入金依存率

債務超過

県の将来負担見込

回収不能債権

県の債務処理補助等

公益認定基準抵触

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目的適合性

計 画 性

組織運営の
適 正 性

財 務 状 況

効 率 性

総合的評価

対応策

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目的と
適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に事業
運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に整
備、運用され、かつ情報公開による透明性の確保
が適切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視点

出資法人の組織の管理運営上における人的・物
的な経営資源が有効活用されているかを問う視点

【警戒指標数】

目標達成度

・森づくりや緑化活動に参加する人数を増やすため、募金の実績や事業内容を詳しくまとめた冊子
「みどり通信」などを活用して周知を図り、より積極的に普及啓発に取り組む。
・募金の安定的な確保とを図るため、新たな募金協力者の掘り起こしや、窓口募金、学校募金などこ
れまで募金額が少額であった募金の拡大に引き続き積極的に取り組む。
・収支相償のバランスを保ちつつ、計画的に事業を執行し、財務状況の改善を図る。
・支出項目の洗い出しを行い、経費の削減に努め、効率性の改善を図る。

合　　計

低金利等の影響により基金の運用益が減少傾向にある中、収支相償のアンバランスの解消や臨時
的な支出のため、財務状況と効率性の改善が課題となったが、事業目的を着実に果たし、計画的に
法人運営を行うことができた。

平成２８年１月に作成した山梨県緑化推進機構経営計画に基づき、山梨県緑化計画で定めた基本
目標「多様な主体が支える森づくりの推進」を実現するため、県や市町村、関係団体等との連携のも
と、計画性を持って事業を行っている。

森林整備や緑化推進などに取り組む団体等の活動内容が固定化している傾向があるため、事業目
的に沿った新たな事業の導入を積極的に指導するとともに、実施団体の掘り起こしに取り組んでい
く。

常勤理事、県派遣職員、臨時職員の３名という必要最小限の体制で効率的な組織運営を行ってい
る。また、組織運営状況等はホームページや広報誌等で広く公開して透明性の確保に努めている。

収支相償のアンバランスを解消するため、収入を上回る事業を行ってきたが、募金や基金の運用益
が減少する中、正味財産の減少を招いている。今後は、収支相償のバランスを保ちながら積極的に
事業を推進していく。

経費の削減に積極的に取り組んだが、人件費、管理費については少ない職員数で必要最小限の支
出を継続しているため、結果として効率性の評価が低くなった。今後もなお一層の効率的な事業実
施に取り組む。
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

【総合評価】：（経営評価委員会、経営検討委員会による総合評価）
A 得点率８０％以上かつ警戒指標なし

B 得点率７０％以上８０％未満または警戒指標が１

％ C 得点率６０％以上７０％未満または警戒指標が２

D 得点率６０％未満または警戒指標が３以上

【総合所見等に対する今後の対応方針】

現在、緑化の推進の重要性が一層増す中で、当法人が行っている業務は、行政が行う緑化推
進施策と連携し、一体的かつ効率的に実施されている。今後、より多くの県民参加による森づく
りや緑化を推進していくためには、緑化推進事業の財源となる募金収入と基金運用の安定的
な確保を図り、県民ニーズに即した事業の執行に取り組む必要がある。

・森林環境教育の推進や国際交流事業を強化するなど、今後も公益目的事業を着実に実行していく。
・今後の事業実施に当たっては、国が導入する予定の森林環境税事業の内容などを踏まえ、県と連携を図り
ながら実施方法等の効率化を検討していく。
・企業にダイレクトメールを送付し募金の依頼を行うなど募金収入の確保に努めていく。あわせて事業内容の
見直しに取り組み、収支相償のバランスを保ちながら、健全な法人経営に努めていく。

地球温暖化対策や身近な緑による環境改善・癒し効果など、森づくり・緑化の重要性が高まる
中、県と連携して緑化の推進に取り組む機関として、当法人が行う業務は、公益目的に適合し
ている。今後も緑化事業の推進と緑化思想の高揚に取り組み、森林整備面積、苗の植え付け
本数、森林整備活動への参加人数などで着実に成果を収めるよう取り組んでいただきたい。

平成２８年１月に策定した「（公財）山梨県緑化推進機構経営計画（５ヶ年計画）」に基づき、県
が行う緑化推進施策と連携を図りながら、計画的に事業を実施している。

業務内容に整合した３名の執行体制により、業務規定に則り、適正な業務水準を維持してい
る。また、情報の公開については、広報誌のほかホームページやパンフレットの配布等により
財務状況や活動内容を公開しており、透明性が確保されている。

公益法人の「収支相償」を基本とする考え方のもと、基本財産の適正な運用及び緑の募金収
入の安定的確保に向けた運営に取り組んでいる。なお、基本財産の運用については、適宜情
報収集を行い、安全性を十分考慮する中で、健全かつ効率的な経営に努める必要がある。

県や関係団体と連携して、事業に整合した執行体制のもと、効率的な業務の執行に努めてい
るところであるが、効率性はやや低評価となった。今後、より一層、募金活動に努めるなど経常
収入の増加を図るとともに管理コスト削減や業務の効率化に向けた取り組みを進める必要が
ある。

警 戒 指 標 数

得 点 率 85.7
0

A

・森林整備面積や苗の配付本数など、法人が設定した目標を３期連続して達成したため、目的
適合性の評価が向上した。
・近年は過年度に生じた剰余金をもって公益目的事業を拡充してきたところ、平成２９年度は、
収支のバランスを保つため、前年度に比べて事業費を縮小したことから、相対的に人件費比率
及び管理費比率が上がり、効率性の評価が低下している。
・基本財産の運用益の増加が見込まれない中、募金収入の確保に努めつつ、今後も、公益法
人として収支のバランスを保ちながら、県民参加による森づくりや緑化事業をより一層推進して
いく必要がある。

総合的所見

総合評価
ラ　ン　ク


